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１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

（１）職員の採用及び退職の状況（令和５年４月２日～令和６年４月１日） 単位：人 

区  分 採  用 
退     職 

計 
定 年 定年以外 計 

市長事務部局 ８ ０ ４ ４ ４ 

病院事業 ７ ０ １０ １０ △３ 

教育委員会 ２ ０ ３ ３ △１ 

計 １７ ０ １７ １７ ０ 

 ※ 採用、退職者数には、派遣職員（県職員教育委員会派遣等）を含めています。また、再任用フル

タイム職員の退職・採用も人数に含めています。 

 

（２）職員数の推移（各年４月１日現在）                  単位：人 

年 平成３１年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

職員数 ５５５ ５４９ ５５９ ５５５ ５４９ ５４９ 

対前年 △５ △６ １０ △４ △６ ０ 

 

（３）部門別職員定数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）       単位：人 

       区分 

部門 

職 員 数 対前年 

増減数 
主 な 増 減 理 由 

令和５年 令和６年 

一般行 

政部門 

議 会 ５ ５ ０  

総 務 ８５ ８６ １ 事務分担見直しによる増 

税 務 ２３ ２３ ０  

労 働 ０ ０ ０  

農林水産 １９ ２０ １ 事務分担見直しによる増 

商 工 １６ １６ ０  

土 木 ２４ ２４ ０  

民 生 ４９ ５２ ３ 事務分担見直しによる増と育児休業

からの復職 

衛 生 ２３ ２０ △３ 事務分掌見直しによる減 

小 計 ２４４ ２４６ ２  

特別行 

政部門 

教 育 ７１ ７１ ０ 
 

小 計 ７１ ７１  ０ 

公営企 

業等会 

計部門 

病 院 １８４ １８２ △２ 欠員不補充            

水 道 １３ １３ ０  

下水道 ９ ９ ０  

その他 ２８ ２８ ０  

小 計 ２３４ ２３２ △２  

合    計 ５４９ ５４９ ０  

※ 職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者等を含み、臨時又 

は非常勤の職員を除いています。 



 

２ 

（４）等級及び職制上の段階ごとの職員数（令和６年４月１日現在） 

 ① 市長部局等（行政職給料表の適応を受ける職員） 

等 級 事務分掌規則に規定する基準職務 
合 計 

人 ％ 

１級 ・定型的な業務を行う職務 ２８ １１．４％ 

２級 ・知識又は経験を必要とする業務を行う職務 ５６ ２２．８％ 

３級 ・高度の知識及び経験を必要とする業務を行う職務 ３６ １４．６％ 

４級 ・係長の職務・主査の職務・主任の職務 ６３ ２５．６％ 

５級 ・課長補佐の職務・主幹の職務 ２５ １０．２％ 

６級 ・課長の職務・参事の職務 ２１ ８．５％ 

７級 ・部次長の職務・参与の職務  １０ ４．１％ 

８級 ・部長の職務 ７ ２．８％ 

合     計 ２４６ １００．０％ 

 

（５）定員適正化の数値目標及び進捗状況 

 ① 定員適正化の数値目標 

  中長期的な視野に立った職員採用計画による定員管理はもとより、業務の民間委託や地域と

の協働による役割分担を明確にしながら、引き続き適正な職員数の維持に努めます。 

（計画期間：令和４年度～令和７年度） 

 

 ② 定員適正化の年次別進捗状況（各年４月１日現在）※市民病院を除く  単位：人 

年 平成３１年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

職員数(計画) ３８２ ３６７ ３６７ ３６７ ３６７ ３６７ 

職員数(実績) ３５４ ３５３ ３５７ ３５２ ３５０ ３４７ 
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２ 職員の採用試験の状況（令和５年度）                 単位：人 

区  分 
第１次試験 

受験者数 

第１次試験 

合格者数 

第２次試験 

受験者数 

第２次試験 

合格者数 

第３次試験 

受験者数 

第３次試験 

合格者数 
競争率 

事務職（大卒） ４６ ３２ ２８ １７ １５ １１ ４．１８倍 

事務職 
（短大・高校卒） 

１６ １２ １２ ８ ８ ５ ３．２倍 

事務職 
（就職氷河期世代） １２ ５ ５ ０   ― 倍 

事務職 
（障害等のある人) ２ ０     ― 倍 

土木技術職 ０      ― 倍 

土木技術職 
（実務経験者） ０      ― 倍 

学芸員 ２ ２ ２ １   ２．０倍 

学芸員 
（実務経験者） １ １ １ ０   ― 倍 

（病院事業） 

企業医療職 
（薬剤師）（７月） 

１ １     １．０倍 

企業医療職 
（看護師）（７月） 

２ ２     １．０倍 

企業医療職 
（看護師・助産師）（９月） 

１ １     １．０倍 

企業医療職 
（看護師）（１０月） 

１ ０     ― 倍 

企業医療職 
（放射線技師）（１０月） 

５ ２     ２．５倍 

企業医療職 
（臨床検査技師）（２月） 

１ １     １．０倍 
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３ 職員の人事評価に関する状況 

令和５年度は、井原市人事評価実施規則に基づき、下記のとおり人事評価を実施した。 

評価期間 ４月１日～３月３１日   ※評価基準日２月１日 

対 象 者 育児休業取得者等を除く部次長級以下の職員 ３６７人 

評価項目 

(課長補佐・ 

係長級の場合) 

業 績・・・仕事の質、仕事の量 

能 力・・・知識・技術、指導力、企画力、判断力、折衝力 

態 度・・・積極性、責任感、規律性 

評価基準 評価項目について、５段階で評価 

評価結果の活用 人材育成、勤勉手当の算定、昇給、昇任、人事異動の判定等に活用 

※ 病院事業は除いています。 

 

４ 職員の給与の状況 

（１）人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

（令和6年１月１日現在） 

歳 出 額 

（Ａ） 

人 件 費 

（Ｂ） 

人件費率 

（Ｂ／Ａ）×１００ 

令和５年度 ３７，３９６人 ２１，９１９，４５２千円 ３，３９１，０９８千円 １５．５％ 

※ 人件費には、市長、議員などの特別職の給与、報酬を含んでいます。 

 

（２）職員給与費の状況（普通会計予算） 

区 分 
職員数 

（Ａ） 

給   与   費 職員一人当

たり給与費

（Ｂ／Ａ） 給 料 職員手当 期末・勤勉手当  計（Ｂ） 

令和５年度 ３４０人 1,297,191千円 227,269千円 516,575千円 2,041,035千円 6,003 千円 

※ 職員手当には、退職手当を含んでいません。 

 

（３）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和６年４月１日現在） 

区   分 
一  般  行  政  職 

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

井 原 市 ４１．６歳 ３２０，１７９円 ３６９，７８７円 

※ 平均給料月額は、一般行政職の職員の基本給の平均です。 

※ 平均給与月額は、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当などの諸手当の額を合計した
ものです。 

 

（４）職員の初任給の状況（令和６年４月１日現在） 

区     分 井  原  市 国 

一般行政職 
大 学 卒 １９６，２００円 １９６，２００円 

高 校 卒 １６６，６００円 １６６，６００円 

 

  



 5 

（５）職員手当の状況 

 ①期末手当、勤勉手当（令和５年度） 

区  分 
井  原  市 国 

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 

６月期 １．２０月分 １．００月分 １．２０月分 １．００月分 

１２月期 １．２５月分 １．０５月分 １．２５月分 １．０５月分 

計 ２．４５月分 ２．０５月分 ２．４５月分 ２．０５月分 

 

 ②退職手当（令和６年４月１日現在） 

区  分 
井  原  市 国 

自己都合 応募認定・定年 自己都合 応募認定・定年 

勤続２０年 １９．６６９５月分 ２４．５８６８７５月分 １９．６６９５月分 ２４．５８６８７５月分 

勤続２５年 ２８．０３９５月分 ３３．２７０７５月分 ２８．０３９５月分 ３３．２７０７５月分 

勤続３５年 ３９．７５７５月分 ４７．７０９月分 ３９．７５７５月分 ４７．７０９月分 

最高限度額 ４７．７０９月分 ４７．７０９月分 ４７．７０９月分 ４７．７０９月分 

  

 ③特殊勤務手当（令和６年４月１日現在） 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給単価 

市税事務従事手当 従事職員 

徴収、滞納処分、申告及び家

屋調査等に関する事務に訪問

従事した場合 

日額 

 ３００円 

感染症患者の収容、

消毒等従事手当 
従事職員 

感染症患者の収容又は消毒等

に従事した場合 

１回 

 ４００円 

変死者の検死、死体

処理従事手当 
従事職員 

変死者の検死又は死体処理に

従事した場合 

１回 

 １,０００円 

清掃業務従事手当 従事職員 
汚物等の収集、処理及びその

他清掃等に従事した場合 

日額 

 ４００円 

社会福祉業務従事

手当 

社会福祉事務所に勤務する

現業を行う職員で社会福祉

法による資格を有する職員 

社会福祉業務に訪問従事し

た場合 

日額 

 ２００円 

保健師に対する

手当 
保健師 

在家庭の結核患者の療養指導

に従事した場合 

日額 

 ２００円 

偕楽園に勤務する

職員に対する手当 
偕楽園勤務職員 死体処理に従事した場合 

１回 

 １,０００円 

家畜伝染病予防

作業従事手当 
従事職員 

家畜伝染病予防法第２条に定

める業務に従事した場合 

１回 

 ４００円 



 6 

市外での災害応

急作業等従事手

当 

従事職員 

災害救助法が適用された同

法第２条第１項に規定する

災害発生市町村の区域（市

内を除く。）において行う避

難所の運営業務その他の被

災地支援に関する業務に従

事した場合 

１日 

 ７１０円 

※ 病院事業は除いています。 

 

 ④その他の手当（令和６年４月１日現在） 

  ・扶養手当・・・配偶者、子、父母などの区分により扶養親族一人につき月額６,５００円

～１０,０００円支給 

  ・地域手当・・・当該地域の民間の賃金水準を基礎とし、当該地域の物価等を考慮して、

給料、管理職手当及び扶養手当の月額合計額の３～２０％を乗じて得

た額を支給 

  ・住居手当・・・借家等の家賃に応じて最高月額２８,０００円支給 

  ・通勤手当・・・交通機関利用者は運賃に応じて最高月額５５,０００円、交通用具使用者は 

通勤距離に応じて最高月額２６,３００円支給 

  ・単身赴任手当 公署を異にする異動又は在勤する公署の移転に伴い、住居を移転し、 

同居していた配偶者と別居することとなった職員で、単身で生活する

ことを常況とする職員に月額３０,０００円（ただし、７０,０００円を超えない

範囲で交通距離の区分に応じて加算した額）を支給 

 

５ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

（１）勤務時間の状況（令和６年４月１日現在） 

１週間の正規の

勤務時間 

１日の正規の 

勤務時間 
勤務開始時刻 勤務終了時刻 休憩時間 

３８時間４５分 ７時間４５分 ８時３０分 １７時１５分 ６０分 

※ 職場により異なる場合があります。 

 

（２）年次有給休暇の取得状況（令和５年１月１日～令和５年１２月３１日） 

  平均取得日数   ９．１日 

※ 一般職の職員のうち市長の事務部局に属する職員で、当該期間の中途に採用された者及び退職
した者並びに当該期間中に育児休業、休職の事由がある職員並びに派遣職員を除くものの平均取
得日数です。 
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６ 職員の休業に関する状況 

育児休業等の取得状況（令和５年度）                単位：人 

育児休業 

取得者数 

部分休業 

取得者数 

育児短時間 

勤務取得者数 

介護休暇 

取得者数 

介護時間 

取得者数 

１６ １５ ２ ０ ０ 

１７ ５ ４ ２ １ 

※ 「育児休業取得者数、部分休業取得者数、育児短時間勤務取得者数、介護休暇取得者数」欄の上 

段は前年度以前から引き続いて育児休業等を取得した職員数、下段は当該年度において新たに育児 

休業等を取得した職員数です。 

 ※ 育児休業は、３歳に満たない子を養育するため、子が３歳に達する日までを限度として、休業 

できる制度であり、育児休業期間中は、給与は支給されません。 

 ※ 部分休業は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、子が小学校就学の始期に達 

する日までを限度として、１日の勤務時間の一部（２時間以内）について勤務しないことができ 

る制度であり、部分休業期間中は、給与は減額されます。 

※ 育児短時間勤務は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、子が小学校就学の始 

期に達する日までを限度として、一定の勤務形態により、希望する日又は時間帯に勤務すること 

ができる制度であり、勤務時間数に応じた給与が支給されます。 

 ※ 介護休暇は、配偶者等で負傷などにより２週間以上の期間にわたり日常生活を営むのに支障が 

ある者の介護をするため、３回を超えずかつ通算して６月を超えない範囲内において必要と認め

られる期間について勤務しないことを認める制度であり、その休暇期間中は、給与は減額されま

す。 

 ※ 介護時間とは、職員が介護のため勤務しないことが相当と認められる場合、連続する３年以下、

１日につき２時間以下で勤務しないことができる制度で、介護時間期間中の給与は減額されます。 

 

７ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

（１）分限処分者数（令和５年度）                    単位：人 

降 任 免 職 休 職 降 給 計 

０ ０ ２４ ０ ２４ 

 ※ 分限処分とは、心身の故障などにより職員がその職責を十分に果たすことができない場合に、 

公務能率の維持を目的としてなされる不利益処分です。 

 

（２）懲戒処分者数（令和５年度）                    単位：人 

戒 告 減 給 停 職 免 職 失職 計 

０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 ※ 懲戒処分とは、職員の義務違反に対して地方公共団体の規律と公務遂行の秩序を維持するため、 

  職員にその道義的責任を負わせる不利益処分です。 
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８ 職員の服務の状況 

令和５年度においては、次に掲げる通知等により職員の服務規律の確保に努めました。 

・令和 ５年 ４月 ３日  公務員倫理の確立と服務規則の確保について 

・令和 ５年 ６月 ８日  接遇態度の改善について 

・令和 ５年 ６月１２日  不適切な事務処理防止の徹底について 

・令和 ５年 ７月３１日  参加の意義及び公務員としての自覚の再認識について 

・令和 ５年１２月１４日  職員の年末年始における綱紀の保持について 

 

９ 職員の退職管理の状況 

 特筆する事項無し 
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１０ 職員の研修の状況 

（１）研修の状況（令和５年度） 

 ① 職場外集合研修（※病院事業は除いています。） 

研  修  名 受  講  者 備    考 

新規採用職員研修 
新規採用職員   １３人 

新規会計年度任用職員１６人 

４月１２日、２６日 

内部講師 

マネジメント研修 管理監督職    ８４人 
４月１８日 

外部講師 

人事評価制度 

 「目標設定研修」 
主事・主事補級  ９３人 

４月２０日 

外部講師 

人事評価制度 

 「評価者研修」 

係長・課長補佐・課長級等 

         ４７人 

４月２１日 

外部講師 

情報リテラシー向上研修 

（セキュリティ研修） 

※新規採用職員研修の一部として 

新規採用職員   １２人 

入庁２・３年目  １９人 

４月２６日 

内部講師 

公務員倫理講座 主事・主事補級  ４９人 
７月１２日 

外部講師 

応対力向上研修 主任主事級    ４２人 
７月２１日 

外部講師 

昇任試験事前研修 

(地方自治法・地方公務員法研修) 

昇任試験対象者  １４人 

その他(病院１人・消防３人) 

８月１６日、１７日 

内部講師 

ＥＢＰＭ研修 

(エビデンスに基づく政策立案研修) 
課長補佐級・係長級４７人 

８月１８日 

外部講師 

メンタルヘルス研修 
管理監督職    ２２人 

一般職      １９人 

１０月２７日 

外部講師 

モチベーション向上研修 
入庁２・４年目  ２３人 

入庁６・９年目  １４人 

１月２５日 

外部講師 

ＤＸ研修 

各課２名     ５５人          
５月２３日、２５日 

内部講師 

全職員     ２３６人 
７月４日、６日、７日 

内部講師 

庁議メンバー(３研修)１８人 
７月３日、１８日内部講師 

１０月３０日外部講師 

庁議メンバー   １８人 

係長級以上    １７人 

１２月２５日 

外部講師 

職場外集合研修 小計 １７研修 延べ８９８人   
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保育士階層別研修会 

（初級・中級・上級） 
保育士      １１人 

初級：８月１７日 

中級：７月１３日 

上級：８月２２日 

外部講師 

公開保育研修会 
保育士       ７人 

会計年度任用職員 １３人 

６月１５日、１０月２４日、

２月２８日 

外部講師 

保育ステップアップ研修 

（実技） 

保育士      １４人 

会計年度任用職員 １３人 

７月２８日、１０月３１日 

外部講師 

保育園における不適切保育

防止・権利擁護研修会 
保育士       ５人 

８月３１日 

外部講師 

アレルギー対応研修会 
保育士       ３人 

会計年度任用職員  ５人 

９月１３日 

外部講師 

職場外集合研修（保育） 小計  ７研修 延べ ７２人   

職場外集合研修     計 ２４研修 延べ９７０人   

 

 

② 職場外派遣研修 

研 修 機 関 研  修  名 派遣期間、派遣人数 

自治大学校 
第２部課程 ７３日、１人 

第３部過程 ２４日、１人 

国土交通大学校 
専門課程 道路構造物（係長級） 

設計・施行コース研修 
２２日、１人 

市町村アカデミー 
管理職特別セミナー～自治体経営の

課題～等３研修 
２日～５日、３人 

国際文化アカデミー 

女性リーダーのためのマネジメント

研修、災害発生時の市町村の対応等 

５研修 

２日～５日、５人 

（一財)資産評価システム

研究センター 
木造家屋評価実務研修等３研修 ２日、３人 

日本経営協会 

自治体の作り方と情報発信、地方自治

体における予算編成と財政計画の進

め方等５研修 

１日～２日、５人 
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日本下水道事業団研修 １Day下水道セミナ－ １日、１人 

経済産業省経済産業研修

所研修 
事業承継研修 ２日、１人 

岡山県主催研修 

実務担当者向けＥＢＰＭ研修、第１回

地域脱炭素ステップアップ講座等７

研修 

１日、１６人 

高梁川流域圏域自治体合

同研修 

タイム＆トークマネジメント研修、シ

ナリオ・プランニング研修等５研修 
１日、１９人 

友好親善都市職員相互派

遣研修 
富山県魚津市 １４日、２人 

市町村職員研修センター 

新規採用職員研修、新任課長研修、新任

課長補佐研修、新任係長研修、再任用

職員研修等３１研修 

１日～７日、 

１４８人 

岡山県建設技術センター 土木工事監督者（上級）等２８研修 １日～３日、４８人 

自己啓発研修 
多様化する住民ニーズに迅速・柔軟に

対応するための自治体ＤＸの推進 
３日 ２人 

その他研修 
危険物取扱者試験事前講習等２１研

修 

１日～１８日、 

４７人 

計 １１９研修 延べ３０３人  

※ 病院事業は除いています。 
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１１ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１）健康診断の実施状況（令和５年度）                 単位：人 

対 象 者 数 受 診 者 数 受  診  率 

３３３ ３２３ ９７．０％ 

 

（２）公務災害の認定状況（令和５年度）                 単位：件 

公 務 災 害 通 勤 災 害 計 

３ １ ４ 

 

（３）福利厚生等の事業の状況 

  地方公務員法に基づき、職員の福利厚生及び相互扶助を図るため、井原市職員互助会に

より各種の事業を行っています。 

区  分 概               要 

福利厚生事業 各課親睦事業への助成、体育部・文化部等への助成等 

給付事業 職員及びその家族の慶弔についての給付、療養見舞金等の支給 

 

（４）勤務条件に関する措置の要求の状況 

  係属事案はなく、令和５年度に新たな措置要求はありませんでした。 

 

（５）不利益処分に関する不服申立ての状況 

  係属事案はなく、令和５年度に新たな不服申立てはありませんでした。 

 


